
2,044,782 1,119,685

493,482 965,069

62,563 398,821

633,439 114,832

447,279 297,154

45,789 13,902

251,870 1,887

65,834 51,092

40,721 7,838

17,068 44,508

△ 13,267 35,031

291,057

195,808

52,404 154,615

18,466 114,901

27,328 39,714

10

2,106

95,492

14,489 1,216,154

14,489 1,216,154

36,000

投資その他資産 80,760 1,180,154

21,810 9,000

58,899 1,171,154

50 750,000

421,154

2,335,839 2,335,839

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

その他利益剰余金

保 証 金

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 延 税 金 資 産

繰越利益剰余金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

固 定 負 債

純 資 産 合 計無 形 固 定 資 産

純　資　産　の　部

退職給付引当金

車 輌 ・ 運 搬 具

賞 与 引 当 金

固 定 資 産

工具･器具･備品

土 地

有 形 固 定 資 産

役員退職慰労引当金機 械 ・ 装 置

預 り 金

売 掛 金

そ の 他 品質保証引当金

投 資 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

利 益 準 備 金

未 払 法 人 税 等

建 物 付 属 設 備

（平成28年３月31日）

原 材 料

負 債 合 計

建 物 ・ 構 築 物

金　額

負　　債　　の　　部

買 掛 金

製 品

一 括 支 払 信 託

資　　産　　の　　部

科　　目 金　額 科　　目

繰 延 税 金 資 産 未 払 消 費 税

仕 掛 品

未 払 加 工 費

支 払 手 形

未 払 費 用

貸 　借 　対 　照 　表

流 動 負 債

受 取 手 形

（単位：千円）

株 主 資 本 計

資 本 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金



１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法

　　①その他有価証券・・・・移動平均法による原価法

　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　・製　品・・・売価還元法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの

　　　　　　　　　　方法により算定）

　　　・原材料・・・最終仕入原価法

　　　・仕掛品・・・個別法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価

　　　　　　　　　　切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産・・・・・定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降

　　　　　　　　　　　　　　取得の建物については、定額法によっております。

　　②無形固定資産

　　　・自社利用のｿﾌﾄｳｴｱ・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

　　　　　　　　　　　　　　ております。

（３）引当金の計上基準

　　①賞与引当金・・・・・・従業員（役員を含む）の賞与支給に備えるため、賞与支給

　　　　　　　　　　　　　　見込額のうち当該事業年度に負担すべき額を計上して

　　　　　　　　　　　　　　おります。

　　②退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、退職規定に基づく期末要

　　　　　　　　　　　　　　支給額(自己都合＝会社都合)を計上しております。

　　③役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給

　　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。

　　④品質保証引当金・・・・将来における製品のメンテンナンス費用の支出に備えるた

　　　　　　　　　　　　　　め、翌期以降の費用見込額を計上しております。

２．株主資本等変動計算書の注記

　　　平成28年３月末日における発行済株式数　　　普通株式　720,000株

３．その他の注記

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

個別注記表


